





































第 6章と第 7章は、抜本的な法人税改革案の検討が行われる。第 6章では、キャッシュフロー
法人税、ACE、CBIT、二元的所得税という 4 つの法人税改革案の性質が様々な中立性の観点か
ら詳細に分析され、現実への適用例に基づく実務的な問題点が指摘される。また、経済のグロー
バル化に対応する源泉地主義以外の法人税として純粋な居住地主義と仕向地主義の法人税にも言
及される。そして、仕向地主義の法人税やマーリーズ報告の提案から得られる政策含意として、
法人税減税と消費税増税の組み合わせが重要であることが指摘される。第 7 章では、日本ではあ
まり議論されることのないロックイン効果を回避できるキャピタルゲイン税案が検討される。特
に、ノルウェーの株主所得税では一定の仮定の下でロックイン効果が回避されるが、その仮定が
崩れた場合には逆にロックイン効果が大きくなる可能性があることが明らかにされる。 
